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第１編 はじめに                    

１．計画策定の趣旨 

日本に押し寄せる急速な少子高齢化の波は、地方の小さな自治体にも否応なく大きな影響を

与えています。 

全国的な少子高齢化及び東京一極集中の傾向が進む中、国は、人口減少の克服と地方創

生を成し遂げるため、平成26年11月に「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、同法に基づき、同年

12月には、今後50年間の我が国の将来展望を示す「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び５

年間の施策の方向性を示す「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「国総合戦略」という。）を策

定しました。 

また、令和元年12月には、第３期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定され、さらに、

令和2年以降の新型コロナウイルス感染症拡大やデジタル技術の加速化などの社会情勢の変

化等を受け、国では新たに「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す「デジタ

ル田園都市国家構想」の実現に向け、デジタルの力を活用しつつ、地域の個性を生かしながら

地方の社会課題解決や魅力向上の取組を加速化・深化することを目指し、令和４年12月に第２

期総合戦略を抜本的に改訂し、「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定しました。 

このような中、鹿児島県においては、令和４年３月に鹿児島の目指すべき姿や施策展開の基

本的方向等を示した「かごしま未来創造ビジョン」を改訂するとともに、令和５年12月には、国の

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を勘案し、第２期「鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合

戦略」の改訂を行っています。 

本町においては、人口減少対策及び地方創生の実現に向け、平成 28年３月、本町の人口

の推移や将来動向等の分析のもと、本町が目指すべき将来展望等を示した「与論町人口ビジョ

ン」及び第１期「与論町総合戦略」を策定しました。また、令和３年３月には、国や県の方針及び

奄美群島成長戦略ビジョン等との整合性を図りながら各種施策を実現するため、第１期総合戦

略を改訂し、令和３年度から令和６年度を計画期間とする第２期与論町総合戦略を策定しまし

た。本町では、第１期及び第２期総合戦略期間において、観光振興施策をはじめとした各種施

策を実施し、一定の成果を上げてきましたが、依然として人口減少及び少子高齢化等は進行し

ており、その対策は喫緊の課題となっています。加えて、新型コロナウイルス感染症拡大による

社会構造の急速な変化や世界的な気候変動、頻発する災害など、従来の課題に加えて対応す

べき課題も複雑化・深刻化しております。 

平成２８年３月に人口ビジョンを策定以降、令和２年国勢調査により最新の人口動向が示され

るとともに、令和６年にいわゆる「新増田レポート」が公表され、本町は消滅可能性都市から脱却

したものの、近年の人口動向の変遷も踏まえた人口ビジョンの策定及び施策の実施が求められ

ています。また、本町では令和３年３月に令和４年度から令和１３年度を計画期間とする第６次与

論町総合振興計画を策定するなど、本町の総合戦略を取り巻く情勢も大きく変化しています。 

そのため、令和２年国勢調査の結果等最新の状況を踏まえ人口ビジョンを改訂するとともに、

国や県等の関連計画等との整合を図ることと併せて、これまでの取組みの成果や課題等を踏ま

えて、第３期与論町総合戦略を策定します。 
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２．計画期間 

第３期与論町総合戦略の計画期間は、令和７（2025）年度から令和１１（2029）年度ま

での５年間とします。 

 

３．位置づけ 

(１) 与論町人口ビジョン（改訂版） 

 町人口ビジョンは、国の長期ビジョンの考え方を踏まえつつ、本町の人口動態の把握と分
析を行い、今後目指すべき将来方向と人口の将来展望を示すものです。本町が人口対策とし

て、まちづくりに関わるすべての主体と連携して取り組む施策や目標を定める本町の総合戦略

の策定の基本指標及び基礎資料として位置づけます。 

また、本町が取り組む様々な計画策定や施策推進に関わる基本指標及び基礎資料としても

位置づけます。 

 
（２） 第３期与論町総合戦略 

 第３期与論町総合戦略は、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき国が策定した「デジタル田園

都市国家構想総合戦略」の市町村版として策定するものであり、人口と構成のバランスに配慮し

ながら、持続可能なまちづくりに向けた具体的な戦略を示します。また、本町が取り組むすべて

のまちづくり分野における、人口対策や地域活性化に係る横断的な施策として取りまとめ、最上

位計画である「第６次与論町総合振興計画」や鹿児島県の第２期「鹿児島県まち・ひと・しごと創

生総合戦略」改訂版、その他関連計画等とも連携して施策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口の現状分析と中長期的な

将来展望 

 

デジタル田園

都市国家構想

総合戦略 

鹿児島県 

総合戦略 

奄美群島 

成長戦略 

ビジョン 

 

 
重点プロジェクト 

基本計画 

基本構想 

 

基本目標 

具体的な施策 

（ＫＰＩ） 

具体的な事業 

（取り組み） 

評価・検証・改善 

与論町人口ビジョン（改訂版） 第６次与論町総合振興計画 

（Ｒ4～Ｒ13） 

本町における最上位計画 

 
第３期与論町総合戦略 

勘案 

連携・ 

整合 勘案 
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第２編 人口ビジョン（改訂版）                      

 

１章．人口動向の現状分析 

１．総人口と世帯数の推移 

令和 2 年の国勢調査によると、本町の総人口は 5,115 名で、前回平成 27 年の調査

時の総人口 5,186 名より 71 名減少しています。本町は昭和 10 年の 8,630 名をピーク

に、以降人口減少が長期的に進行していますが、世帯数の増減をみると平成 22年以降

世帯数は毎年増加している一方、一世帯あたりの世帯人員は減少する傾向にあることか

ら、核家族化や少子化が進行している状況が見て取れます。 

 

昭和5
年 10年 15年 30年 35年 40年 45年 50年 55年 60年

平成2
年 ７年 12年 17年 22年 27年

令和2
年

人口総数 8,227 8,630 7,889 7,851 7,792 7,181 7,096 6,971 7,320 7,222 6,704 6,210 6,099 5,731 5,327 5,186 5,115

男 3,792 4,046 3,715 3,608 3,590 3,270 3,238 3,249 3,440 3,370 3,148 2,979 2,933 2,762 2,577 2,509 2,460

女 4,435 4,584 4,174 4,243 4,202 3,911 3,858 3,722 3,880 3,852 3,556 3,231 3,166 2,969 2,750 2,677 2,655

0
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2,000

3,000
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5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
人口総数（人）

1,979 
2,013 2,004 
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2,007 
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2,160 

3.60 
3.30 

3.10 3.00 
2.75 2.65 2.52 

2.28 

0.00
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1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

1,850

1,900

1,950
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2,050

2,100

2,150

2,200

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

世帯数 世帯人員

世帯数と一世帯当り世帯人員の推移

（人）

国勢調査人口の推移 

（資料：国勢調査） 

（資料：国勢調査） 

（戸） 
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２．人口構成の推移 

年齢３区分別人口の推移は、１５歳未満（年少人口）と１５～６４歳（生産年齢人口）が減少する

一方で、６５歳以上（老年人口）が増加しています。また、令和 2年における年齢別人口におい

て、老年人口が 1,792 名となっており、全体の 35％を占めているなど、少子高齢化が進行して

いる状況です。 

 

 

 

区分(歳) 0～4 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80 以上 計(人) 

昭和 40年 848  1,032  1,020  239  232  335  479  502  740  661  544  383  166  7,181  

昭和 45年 655  843  1,008  549  277  284  347  449  840  678  585  409  171  7,095  

昭和 50年 640  670  840  584  347  379  325  344  935  683  577  433  214  6,971  

昭和 55年 623  716  706  505  398  555  440  362  840  813  632  464  266  7,320  

昭和 60年 626  634  707  416  221  513  554  436  729  931  654  485  316  7,222  

平成２年 409  622  588  418  159  316  475  524  713  797  762  546  375  6,704  

平成７年 303  432  606  334  133  205  358  466  873  676  837  565  422  6,210  

平成 12年 309  339  434  395  137  233  271  392  974  683  734  667  529  6,097  

平成 17年 282  302  317  271  89  231  292  283  846  868  667  737  546  5,731  

平成 22年 234  251  275  197  69  184  281  272  631  942  643  677  671  5,327  

平成 27年 250  265  255  182  59  151  259  302  544  815  820  578  706  5,186  

令和２年 198  265  284  171  70  134  204  312  616  637  915  574  735  5,115  

1,341 1,082 901 760 770 747 

3,452 
3,422 

3,200 
2,918 2,795 2,576 

1,417 
1,593 

1,630 

1,649 1,621 
1,792 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

◆年齢別人口年少人口（0～14歳）
◆年齢別人口生産年齢人口（15～64歳）
◆年齢別人口老年人口（65歳以上）

年齢３区分人口の推移

（56.1％）

（資料：国勢調査） 

（資料：国勢調査） 

年齢別人口 

（22.8％） 
（26.1％） 

（28.4％） 

（30.9％） 
（31.3％） （35％） 

（55.6％） 

（21.6％） （17.8％） 

（55.8％） 

（15.7％） （14.6％） （14.3％） （14.8％） 

（54.8％） （53.9％） 
（50.4％） 
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３．人口動態 

（１）自然動態の推移 

自然動態とは、一定期間における出生・死亡に伴う人口の動きのことです。出生数の方が死

亡者数より多い場合を自然増加といい、反対に死亡者数が出生数より多い場合を自然減少とい

います。 

人口動態調査から本町の自然動態の推移をみると、平成１６年から令和６年にかけて、死亡

者数が出生数を上回る自然減少の状況が続いております。 

また、本町の合計特殊出生率（15 歳～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの）は、

平成 25年から平成 29年が 1.99、平成 30 年から令和 4年が 1.62 となっております。我が国で

は、合計特殊出生率が 2.07 で人口が長期的に維持される値とされており、本町は当数値を下

回る状況が続いており、人口減少の傾向が示されています。 

 

 

 

 

平成

16年

平成

17年

平成

18年

平成

19年
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20年
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30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

自然増減 -23 -42 -11 -33 -23 -28 -33 -22 -20 -20 -27 -44 -50 -33 -62 -28 -43 -52 -63 -51 -53

出 生 46 41 59 43 63 39 47 51 48 55 51 40 47 44 30 33 33 33 31 28 27

死 亡 69 83 70 76 86 67 80 73 68 75 78 84 97 77 92 61 76 85 94 79 80
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平成15～平成19年 平成20～平成24年 平成25～平成29年 平成30年～令和4年

全国 1.31 1.38 1.43 1.33

鹿児島県 1.52 1.62 1.68 1.62

与論町 1.9 2.1 1.99 1.62

0

0.5

1

1.5

2

2.5

（資料：人口動態統計特殊報告） 

合計特殊出生率の推移 

（資料：住民基本台帳人口移動報告） 

自然動態の推移 
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（２）社会動態の推移 

社会動態とは、一定期間における転入・転出に伴う人口の動きのことです。転入者数の方が

転出者数より多い場合を社会増加といい、反対に転出者数が転入者数より多い場合を社会減

少といいます。住民基本台帳人口移動報告による社会動態の推移をみると、平成１６年から平

成 22年にかけて年平均 40.4 人の減となっていますが、平成２３年以降は増加に転じている年

もあり、特に令和５年、令和６年は増加幅が大きくなっています。 

また、平成２７年から令和２年における年齢階級別純移動数をみると、「10～14 歳⇒15～19

歳」、「15～19 歳⇒20～24 歳」において減少幅が大きく、「20～24 歳⇒25～29 歳」、「25～29 歳

⇒30～34 歳」、「30～34 歳⇒35～39 歳」において増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成

16年

平成

17年
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２年
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３年
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４年
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５年

令和

６年

社会増減 △ 10△ 33△ 13△ 46△ 48△ 89△ 44 3 32 △ 14△ 15 2 △ 18△ 10△ 22 0 12 △ 23△ 14 46 38

転 入 347 308 330 312 323 307 317 268 298 270 254 279 290 253 259 226 242 234 217 262 265

転 出 449 341 343 358 371 396 361 265 266 284 269 277 308 263 237 226 230 257 231 216 227

-150
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社会動態の推移 

平成２７年から令和２年における年齢階級別純移動数 

（資料：住民基本台帳人口移動報告） 
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70～74歳→75～79歳

80～84歳→85～89歳

女性 男性

（資料：住民基本台帳人口移動報告） 
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４．就業者の状況 

（１） 就業者数等の状況 

本町における産業別の就業者数の推移をみると、平成 12年以降若干の増減はあるものの全

体的に減少傾向となっており、令和２年の総就業者数は 2,829 人となっています。産業別の推

移をみると、第１次産業及び第２次産業の就業者数は減少傾向にある一方で、第３次産業は就

業人口の増加がみられます。 

また、令和２年国勢調査による本町で就業する産業別年代別就業者数について、男女別で

みると、男性では「農業」への就業者が最も多く、農業就業者の大半は６０代以上となっていま

す。「農業」に続いて、「建設業」や「卸売業・小売業」、「公務」への就業者数が多くなっていま

す。女性においては、「医療・福祉」への就業者が最も多く、「医療・福祉」への就業者の半数

は、20 代から 40 代となっています。「医療・福祉」に続いて、「農業」や「卸売業・小売業」、「宿

泊業・飲食業」への就業者数が多くなっています。 
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1513 1546
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3500

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

第１次産業 第２次産業 第３次産業 分類不能の産業

3,042

（資料：住民基本台帳人口移動報告） 

産業別就業者数の推移 

2,829 2,825 
2,990 

2,604 
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0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500
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製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業

合計

農業 漁業
建設

業

製造

業

電
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ガ

ス・

熱供

給・

水道

業

情報

通信

業
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卸売

業，

小売

業

金融
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業
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業

学術
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究，
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門・

技術

サー
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業
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関連
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教
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療，

福祉

複合
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事業

サー

ビス

業

（他

に分

類さ

れな

いも

の）

公務

（他

に分

類さ

れる

もの

を除

く）

分類

不能

の産

業

合計

15～19歳 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3

20代 7 2 14 5 3 0 6 12 1 0 0 7 6 7 8 4 1 11 0 94

30代 21 1 25 20 5 5 16 16 2 1 4 14 13 24 13 8 11 28 0 227

40代 36 8 47 20 10 6 21 27 3 1 6 13 8 12 24 12 18 20 0 292

50代 82 13 58 10 5 2 13 24 0 1 3 21 10 17 14 14 10 25 1 323

60代 173 11 61 18 3 0 12 21 0 1 3 21 6 4 8 9 15 14 0 380

70代 109 2 17 1 0 0 3 14 0 1 0 8 3 0 2 0 4 2 0 166

80代以上 54 2 1 1 0 0 1 7 0 0 0 2 1 0 3 0 0 0 0 72

合計 484 39 223 75 26 13 72 121 6 5 16 87 47 64 72 47 59 100 1 1,557

本町における産業別年代別就業者数（男性） 
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分類

不能
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業

合計

15～19歳 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4 0 0 1 0 0 0 0 7

20代 1 0 2 5 0 0 2 10 0 0 1 9 6 16 21 2 1 6 0 82

30代 12 0 5 8 0 3 7 16 1 1 4 18 5 27 67 8 9 24 0 215

40代 24 0 10 10 0 0 9 37 1 2 3 14 9 26 88 9 9 7 0 258

50代 39 0 4 8 1 0 3 30 1 2 1 14 6 16 70 10 5 6 0 216

60代 112 2 9 13 0 1 4 48 2 0 1 42 12 9 44 2 6 7 0 314

70代 58 0 1 14 0 0 2 17 0 0 2 16 4 0 8 0 2 0 0 124

80代以上 32 0 1 4 0 0 0 6 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 46

合計 278 2 32 63 1 4 27 165 5 5 12 118 42 95 299 31 33 50 0 1262

本町における産業別年代別就業者数（女性）
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（２） 産業別町内総生産額 

本町における産業構造について、近年の町内総生産額をみると、「保健衛生・社会事業」や

「公務」、「建設業」が上位を占めており、続いて「不動産業」や「教育」、「農業」の割合が高くなっ

ています。また、令和２年度から令和３年度にかけて新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を

受け、「宿泊・飲食業」における実績額が大きく減少したことがうかがえます。 

 

 

                平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比 

農林水産業 1,212 8.2% 1,294 8.5% 1,281 9.1% 1,281 8.6% 

  

農業 1,124 7.6% 1,222 8.0% 1,208 8.6% 1,167 8.1% 

林業 1 0.0% 1 0.0% 1 0.0% 1 0.0% 

水産業 87 0.6% 72 0.5% 73 0.5% 72 0.5% 

鉱業 - 0.0% - 0.0% - 0.0% - 0.0% 

製造業 628 4.2% 706 4.6% 486 3.4% 523 3.6% 

建設業 1,134 7.7% 1,396 9.2% 1,395 9.9% 1,500 10.4% 

電気・ガス・水道・ 

廃棄物処理業 
684 4.6% 736 4.8% 758 5.4% 812 5.6% 

卸売・小売業 682 4.6% 615 4.0% 526 3.7% 486 3.4% 

運輸・郵便業 976 6.6% 935 6.1% 796 5.7% 834 5.8% 

宿泊・飲食サービス業 1,280 8.7% 1,231 8.1% 561 4.0% 565 3.9% 

情報通信業 447 3.0% 436 2.9% 499 3.5% 469 3.3% 

金融・保険業 226 1.5% 243 1.6% 216 1.5% 206 1.4% 

不動産業 1,346 9.1% 1,336 8.8% 1,355 9.6% 1,353 9.4% 

専門・科学技術、業務

支援サービス業 
341 2.3% 326 2.1% 317 2.2% 357 2.5% 

公務 1,628 11.0% 1,650 10.9% 1,648 11.7% 1,621 11.3% 

教育 1,171 7.9% 1,177 7.7% 1,187 8.4% 1,191 8.3% 

保健衛生・社会事業 1,832 12.4% 1,930 12.7% 2,001 14.2% 2,131 14.8% 

その他のサービス 1,081 7.3% 1,089 7.2% 970 6.9% 974 6.8% 

輸入品に課される税・

関税 
259 1.8% 263 1.7% 249 1.8% 296 2.1% 

（控除）総資本形成に係

る消費税 
144 1.0% 160 1.0% 155 1.1% 153 1.1% 

町内総生産 14,780 100.0% 15,203 100.0% 14,091 100.0% 14,404 100.0% 

 

 

 

 

町内総生産額の推移 

（資料：市町村民所得推計結果） 
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（３） 人口１人あたりの市町村民所得 

本町の人口１人あたりの町民所得をみると、近年の所得額は上昇傾向にあるものの依然とし

て国・県との所得額との格差は大きく、奄美群島内においても 12 市町村中下位から３番目に低

い順となっています。 
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５．現状と課題  

本町の人口推移について、自然増減においては、平成１６年以降、死亡者数が出生数を上

回る状況（自然減少）が続いています。また、平成 30年以降、出生数が年間 30人程度にとどま

るとともに、合計特殊出生率についても、平成３０年から令和４年にかけては人口置換水準であ

る 2.07 を下回る数値に低下するなど、人口の自然増加が望めない状況が続いています。 

社会増減においては、本町では島内に大学や専門学校がなく、就職先も限りがあるため、10

歳代後半の町民の転出が大きくなっています。転出した町民が、20 歳代から 30 歳代にかけて

U ターンする傾向がありますが、転入量は 10歳代の転出者数に比べて小さいことから、社会減

少の一因となっているものと考えられます。一方で、近年の社会増減をみると、令和５年以降は

転出者が少ない値で推移する一方で、転入者は増加傾向にあり、４０人前後の社会増加となっ

ています。 

本町の人口動態に関して、近年は社会増加の傾向がみられるものの、出生数の減少や高齢

化の進行により今後は自然減少が拡大することが見込まれており、結果として今後も人口減少

が進むことが予測されます。人口減少により、様々な産業において労働力不足や担い手不足と

なるとともに、地域経済の衰退、社会基盤及び公共サービス等の維持困難など、様々な課題が

深刻化することが想定されます。 

このような想定の中、本町が将来にわたり持続可能で活力ある地域を維持していくためには、

持続可能な人口規模とバランスの取れた人口構成の維持が重要であり、引き続き効果的な人口

減少抑制施策等に取り組むことが必要です。特に、近年は出生数が年間３０名程度と低い水準

で推移しており、人口減少に歯止めをかけるうえで出生数の増加は喫緊の課題となっていま

す。また、人口減少の傾向にあっても世帯数は増加し続けるなど、住居確保のニーズが高まる

一方で、住居不足が深刻化していることから、今後の本町の住宅需要や空き家の活用可能性

等の見込みも踏まえて、適切な住環境の創出に取り組むことが必要です。 

さらに、人口減少及び少子高齢化の進行を見越し、様々な課題に直面することを想定したう

えで、持続可能で活力ある地域づくりを実現するため、地域の課題に対し主体的に取り組もうと

する地域の未来を担う人材の育成・確保が重要になると考えられます。 
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２章．将来人口の推計 

１．国立社会保障・人口問題研究所による推計  

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）による「日本の地域別将来推計人口

（令和５(2023)年推計）」による本町の将来人口の推計は、令和２年の国勢調査の実績値を基準

に推計されています。本推計によると、本町は令和２年の 5,115 人から令和２２年（2040 年）には

4,142 人となり、令和３２年（2050 年）には 3,782 人まで減少する見通しとなっています。 

また、人口構造について、令和２年の年少人口 747 人（14.6％）、生産年齢人口人 2,576 人

（50.4％）、老年人口 1,792 人（35.0％）、令和２２年（2040 年）には年少人口 461 人（11.1％）、

生産年齢人口 1,976 人（47.7％）、老年人口 1,705 人（41.2％）、さらに令和３２年（2050 年）に

は、年少人口 434 人（11.5％）、生産年齢人口 1,711 人（45.2％）、老年人口 1,637（43.3％）とな

る見通しです。 

 

  

747 630 521 479 461 451 434 
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社人研による年齢３区分別の将来人口推計 
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（40.3％） 

（41.2％） 
（42.5％） 

（43.3％） 

推計値 
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３章．人口の将来展望 

１．目指すべき将来の方向  

将来的な人口減少及び少子高齢化の進行への対応策として、第１期及び第２期総合戦略に

おける取り組みの方向性を継続し、20 代～30 代の若年世代を対象とした U ターン・I ターン促

進に係る取り組みを充実・強化します。その実現のため、島内外の人々が交流できる場や機会

を創出し、島の魅力を発信するとともに、島内の雇用や仕事の創出に向けた各種支援や仕組み

づくりに取り組みます。併せて、課題に対応しながら活力ある地域を実現するため、地域の課題

解決や新たな価値の創出等に資する人材の育成・確保にも取り組みます。 

また、安心してこどもを産み育てられるよう、町民のニーズに即した子育て環境の整備に取り

組みます。 

さらに、町民や移住者の暮らしの基盤となる住環境の整備や、将来にわたり安心・安全に暮ら

すことができるよう防災対策強化や医療福祉の充実に取り組みます。 

 

２．人口の将来展望 

平成 28年策定の人口ビジョンでは、平成 17年及び平成 22年の国勢調査を基にした社人

研による推計と、合計特殊出生率の維持及び I ターン・U ターン施策の推進を踏まえた町独自

のシミュレーションを行い、以下のとおり 2040 年の総人口約 4,100 人、2060 年の総人口 3,500

人を目標値として設定しました。 

 

人口ビジョン策定以降、人口減少は進行しているものの、第 1期・第２期総合戦略において

人口減少抑制に係る各種施策を実施したこと等に伴い社会増減について改善が図られたこと

で、人口減少の速度は当初の推計よりも緩やかに推移しており、令和２年国勢調査における本

町の人口は、当初の人口ビジョンにおける目標の推計よりも 323 人多い 5,115 人という結果とな

りました。この状況を踏まえて、令和４年（2022 年）に策定した第６次与論町総合振興計画では、

令和１３年（2033 年）の人口総数目標を 5,000 人として掲げており、その目標実現に向けて下記

の人口抑制目標値を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

（参考：平成 28年策定人口ビジョン） 

出生率の向上施策及び転出抑制策等により、2040 年に人口約 4.1 千人、2060 年に

約 3.5 千人を目指す。 

第 6 次総合振興計画における人口減少抑制目標値 

計画期間中の年間出生数 50 名 

学齢期（6～18 歳）の各年齢の人口 60 名以上 

本町の就業者人口 2,800 人以上 

計画期間中における年間の新規定住人口 25 名 
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 人口ビジョン（改訂版）における人口の目標は、近年の人口動態を踏まえるとともに、第６次与

論町総合振興計画の人口総数目標と整合を図るため、当初の人口ビジョンの目標を上方修正

し、下記のとおり設定します。 

 

 

 

 上記の目標達成に係る条件として、2030 年以降の合計特殊出生率について、本町や国等の

施策効果により人口置換水準である 2.07 を達成すると仮設定します。また、純移動数について、

2015 年→2020 年の純移動数を 2020 年→2025 年に準用するとともに、2025 年→2030 年につ

いては、本町や国等の施策効果により 20 歳～30 歳代の純移動数が高まることを見込み、下記

のとおり仮設定します。 

 

 

以上の条件を踏まえた推計シミュレーションは下記の通りです。 

 

 性別 
0~4 歳→ 

5~9 歳 

5~9 歳→ 

10~14 歳 

10~14 歳→ 

115~19 歳 

15~19 歳→ 

20~24 歳 

20~24 歳→ 

25~29 歳 

25~29 歳→ 

30~34 歳 

30~34 歳→ 

35~39 歳 

35~39 歳→ 

40~44 歳 

40~44 歳→ 

45~49 歳 

45~49 歳→ 

50~54 歳 

50~54 歳→ 

55~59 歳 

55~59 歳→ 

60~64 歳 

60~64 歳→ 

65~69 歳 

65~69 歳→ 

70~74 歳 

70~74 歳→ 

75~79 歳 

75~79 歳→ 

80~84 歳 

80~84 歳→ 

85~89 歳 

85 歳~→ 

90 歳~ 

2015 年→

2020 年 

男 7 6 -39 -62 39 22 20 7 17 14 9 -9 9 4 -1 3 14 -2 

女 8 13 -45 -50 36 31 33 8 4 -6 10 -5 9 -4 0 9 7 49 

2020 年→

2025 年 

男 7 6 -39 -62 39 22 20 7 17 14 9 -9 9 4 -1 3 14 -2 

女 8 13 -45 -50 36 31 33 8 4 -6 10 -5 9 -4 0 9 7 49 

2025 年→

2030 年 

男 7 6 -39 -62 44 27 25 12 17 14 9 -9 9 4 -1 3 14 -2 

女 8 13 -45 -50 41 36 38 13 4 -6 10 -5 9 -4 0 9 7 49 

社人研推計準拠：国立社会保障・人口問題研究所の推計 

町独自推計１：社人研推計準拠のシミュレーションに対して、合計特殊出生率を人口置換基
準である 2.07 まで高めたと推定した場合 

町独自推計２：町独自推計 1に加えて、2025 年→2030 年における 20 代及び 30代の純移
動率が高まると推定した場合 

※人口置換水準（死亡や出生によって人口が減らない状況） 

人口ビジョン（改訂版） 目標 

2030 年に人口約５千人、2040 年に人口約 4.5 千人、2060 年に約 3.8 千人を目指す。 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計準拠 5,327 5,186 5,115 4,823 4,540 4,319 4,143 3,977 3,783 3,567 3,365

町独自推計1 5,327 5,186 5,115 4,829 4,612 4,434 4,274 4,128 3,965 3,796 3,649

町独自推計2 5,327 5,186 5,115 5,013 4,995 4,757 4,541 4,332 4,123 3,944 3,793

4,823 

4,540 

4,319 

4,143 
3,977 

3,783 

3,567 3,365 

4,829 

4,612 
4,434 

4,274 
4,128 

3,965 

3,796 
3,649 

5,327 5,186 5,115 
5,013 4,995 

4,757 

4,541 
4,332 

4,123 
3,944 

3,793 

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

年齢階級別の純移動数の仮設定値 

将来人口のシミュレーション 
推計値 実績値 
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第３編 総合戦略                 

１章．計画策定にあたっての基本的な考え方 

１．国・県の総合戦略との関係 

総合戦略は、本町の中長期的な将来像を展望し、その実現のため分野別方針を総合的かつ

計画的に進める指針となるものです。その策定にあたっては、国や県における方針や施策等に

配慮する必要があります。 

国の総合戦略では、地域それぞれが抱える社会課題について、当該自治体を中心とした十

分な議論と認識のうえで、地域が目指すべき理想像を描くとともに、デジタル技術を活用して「①

地方に仕事をつくる」、「②人の流れをつくる」、「③結婚・出産・子育ての希望をかなえる」、「④

魅力的な地域をつくる」という４つの取組方針が示されています。さらに、国によるデジタル実装

の基礎条件整備を進めるべく「①デジタル基盤の整備」、「②デジタル人材の育成・確保」、「③

誰一人取り残されないための取組」が示されています。 

 

 

 

 

また、鹿児島県が令和５年１２月に策定した第２期「鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略

（改訂版）」では、「誰もが安心して暮らし、活躍できる鹿児島」を地域ビジョンとして、将来に向け

た県政のあり方を示しています。この理念を実現するため、「「しごと」をつくる」、「「ひと」をつく

る」、「「まち」をつくる」という３つの取組方針を掲げ、具体的な施策を推進しています。本総合戦

略は、平成２６年度に施行された「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、国の総合戦略を勘案した

地方版総合戦略として策定するものであり、策定にあたっては、国及び県の方針や施策等を踏

まえて策定するものです。 

 

 

 

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」で国が目指すもの 

（資料：内閣官房「デジタル田園都市国家構想総合戦略(2023 改訂版)の全体像」） 
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２．町総合振興計画との関係 

本町では、令和４年度から令和１３年度までの１０年間を計画期間とした「第６次与論町総合

振興計画」に基づき、各種まちづくり施策等を進めています。総合振興計画は、まちづくりの最

上位に位置づけられる計画です。一方、総合戦略は人口減少問題や地方創生に対応するため

の具体的な施策等を定める計画であり、総合振興計画におけるまちづくりの指針等との整合を

図りながら、総合振興計画に掲げるまちの将来像の実現及び本総合戦略に掲げる地域ビジョン

の実現に向けて取組む各種施策を示すものです。 

本総合戦略は、総合戦略推進委員の進捗評価や総合振興計画の各期ごとの評価や見直し

等を踏まえて柔軟に見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

与論町総合振興計画の各期計画期間と与論町総合戦略の計画期間について 

 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 

総合振興

計画 

            

総合戦略 

 

            

 

  

基本計画 

重点プロジェクト 

基本構想 

実施計画 

第６次与論町総合振興計画 

人口ビジョン（改訂版） 

総合戦略 

第３期総合戦略 

人口減少対策・地方創生に向けた各種施策 

デジタルの力の活用 

まちづくりの指針と整合 

まちづくりの最上位計画 

人口減少対策・地方創生に 

向けた各種施策 

第１期 第２期 第３期 第４期 

第２期 第３期 第４期 

第７次 
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３．第２期総合戦略の検証と課題 

第２期町総合戦略において掲げられた重要業績評価指標（KPI）について、進捗状況を検証

した結果を以下に示します。 

 重要業績評価

指標（KPI） 

現状値 

(R1年度) 
目標値 実績値 評価・課題 

KPI案・ 

見直し案 

 

与論空港・与論

港利用者数（観

光客、帰省客等

全てを含む） 

66,600人 

（R1年度） 

80,000 人 

（R6 年度） 

67,089人 

（R6年） 

コロナ渦から回復基調にある

が、航空機の増便や宿泊施

設の受入容量が課題となっ

ている。オフシーズンの誘客

やフェリー活用促進等により

年間を通じた増加をめざす。 

与論空港・与論港利用

者数（観光客、帰省客

等全てを含む） 

75,000人 

SNSの投稿回数 相当数 
現状より 

増加 

Ｘ（旧

Twitter）の

年間投稿数 

約150件 

町の様々な情報について定

期的にSNSを通じて発信す

ることができている。 

投稿数ではなく、Ｘ（旧

Twitter）のフォロワー

数をKPIとする。 

現状788（R6） 

目標1,038（R11） 

※年間50名増 

学校における課

外授業の実施回

数 

10回/年 

（R1年度） 

15回/年 

(R3～R6年度) 

R3 40 回/年 

R4 41 回/年 

R5 42 回/年 

R6 未報告 

伝統・文化や環境など、学

年に合せた授業を行い、ま

た、中学高校では継続して

学ぶなどより深い学びを行う

ことができた。地域の方と教

員の負担増が課題。 

どれが課外授業に当

たるかを明確にする必

要がある。 

施策などの内容を考え

ると、海洋教育の時間

があたると思われる。 

商品券利用金額 

（※実際に換金さ

れた額or件数） 

8,000千円/年 

4,000件/年 

（R1年度） 

10,000 千円/

年 

5,000件/年 

(R3～R6年度) 

2,728千円/R3 

1,364件/R3 

3,673千円/R4 

816件/R4 

5,716千円/R5 

898件/R5 

陸域の体験プログラム等で

活用できる地域商品券によ

り体験プログラムの認知度

向上やオフシーズンの来

島、滞在日数の増加に繋が

り経済の活性化が図られ

た。 

10,000千円/年 

2,000件/年 

インターンシップ

の受け入れ人数 

20人/年 

（R1年度） 

30人/年 

(R3～R6年度) 
― 

2023年まで民間事業者の

斡旋により町内各事業所等

で受入を行っていたが、

2024年は実績なし。 

削除 

インターンシップ

登録企業数 

10箇所 

（R1年度） 

15箇所 

(R3～R6年度) 
― 

2023年まで民間事業者の

斡旋により町内各事業所等

で受入を行っていたが、

2024年は実績なし。 

削除 

島
内
外
の
活
発
な
交
流
を
創
出
す
る 
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 重要業績評価

指標（KPI） 

現状値 

(R1年度) 
目標値 実績値 評価・課題 

KPI案・ 

見直し案 

 

ヨロン島観光協会

ＦＢページの投稿

回数 

80回/年 

（R1年度） 

200回/年 

(R3～R6年度) 
約100回(R6) 

・FacebookとInstagramを併

用しているがInstagramが中

心の運用となっている。両

方合わせると200回を超える

ことができている。 

ヨロン島観光協会公式

ＳＮＳのフォロワー数 

（現状）約 36,000 人 

（目標）約 60,000 人 

トレンドに合わせたSNS

媒体の活用 

 

 

 

 

 

交流イベントの開

催数 

20回/年 

（R1年度） 

30回/年 

(R3～R6年度) 
約25回(R6) 

従来のイベントだけではなく、

文化や交流などをテーマとし

たイベントも開催して新たな

顧客層や時期の誘客につな

げた。 

宿泊施設経営者の高齢化等

により大規模なイベント受入

が困難になりつつあり中小規

模で継続的に取り組めるイベ

ントにシフトする必要がある。 

交流イベントやツアー

の開催数 

30回/年 

中・高校生交流イ

ベント開催数 

20回/年 

（R1年度） 

30回/年 

(R3～R6年度) 

R3 9 回/年 

R4 9 回/年 

R5 9 回/年 

R6 9回/年 

スポーツ少年団の交歓大会、

部活動の大会などの毎年決

まったものへの参加となって

いる。町独自の交流イベント

開催まで至っていない。 

 

修学旅行受け入

れ校数 

15校/年 

（R1年度） 

20校/年 

(R3～R6年度) 
1校（R6） 

宿泊施設経営者の高齢化、

バスの減少等により大規模

な修学旅行の受け入れが

困難となっている。 

従来型の修学旅行ではな

く、受入体制に合わせた小

規模な教育旅行等を誘客

する必要がある。 

修学旅行や子供向け

の教育・交流旅行の受

け入れ数 

15件 

高校留学生受入

人数 
5人/年 10人/年 

R3 4 人/年 

R4 2 人/年 

R5 3 人/年 

R6 4人/年 

応募人数を見ても目標値に

は届かなかった。更なる周

知をはかり、また、住居確保

問題があるため孫留学に力

を入れていく必要がある。 

 

学校施設への自

然エネルギー機

能の導入箇所 

― 4ヵ所 0 実績なし 
取り組みの削除を検討

する必要がある。 

島
内
外
の
活
発
な
交
流
を
創
出
す
る 
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 重要業績評価

指標（KPI） 

現状値 

(R1年度) 
目標値 実績値 評価・課題 

KPI案・ 

見直し案 

 

Ｕターン者数（転

勤以外） 

20人/年 

（R1年度） 

50人/年 

(R3～R6年度) 

66人/R4 

63人/R5 

住民移動台帳をもとにして

おり転勤以外か否かを判断

することは困難。 

また、目標の趣旨に鑑み、

年代を指定することが必要 

20～40代のUターン者

総数 

Ｉターン者数（転

勤以外） 

10人/年 

（R1年度） 

30人/年 

(R3～R6年度) 

126人/R4 

105人/R5 

住民移動台帳をもとに数値

を記載しており、転勤以外

か否かを判断することは困

難。 

また、目標の趣旨に鑑み、

年代を指定することが必要 

20～40代のIターン者

総数 

情報提供回数 ― 
1回/年 

(R3～R6年度) 
0 

提供できる情報がなかっ

た。 
削除 

住宅ローン利子

補給件数 
― 

10件/年 

(R3～R6年度) 
0 利子補給制度なし 削除 

住宅用地取得相

談件数 

30件/年 

（R1年度） 

50件/年 

(R3～R6年度) 
0 

手続きの支援は専門的で町

としては困難 
削除 

移住体験ツアー

参加者数 

1人/年 

（R1年度） 

10人/年 

(R3～R6年度) 
３人/年 

ツアー申込者が見ることが

できる空き家や、定住促進

住宅等の数が少ない。 

空き家の改修件数や、

定住促進住宅として利

用できる建物の数を増

やしていく必要がある。 

シェアハウス整備

数 

1軒 

（R1年度） 

1軒 

(R3～R6年度) 
1軒 

空き家を改修し１軒５室を町

管理シェアハウスとして整備

し，常に満室状態だがほと

んどが一軒家の空き待ちで

の入居者。 

民間を合わせると数件

整備されている 

新規民泊施設登

録件数 

18件 

（R1年度） 

30件 

(R3～R6年度) 
0件 

・開業希望者が少なく、休業

状態の施設が多い。 

・宿泊施設が不足しており、

特別な体験や地元住民との

交流を志向する観光客のニ

ーズも増えていることから、民

泊施設の確保は必要である。 

要検討 

既存施設の意向確

認、開業希望者の調

査等を行いつつ新た

に体制を再構築する

必要がある。 

 

 

移住相談件数 

20件/年 

（R1年度） 

50件/年 

(R3～R6年度) 
30件/年 

本町において移住相談を受

ける窓口の数が少ない。 

官民連携を積極的に

図り、移住者の問合せ

を様々な団体が受けら

れるように体制を構築

していく必要がある。 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
多
様
な
環
境
を
創
出
す
る 
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 重要業績評価

指標（KPI） 

現状値 

(R1年度) 
目標値 実績値 評価・課題 

KPI案・ 

見直し案 

 
空き家の調査 ― 

１回/年 

(R3～R6年度) 

１回(R3～

R6) 

実施するにはマンパワーもし

くは予算のどちらかが必要 

目標値を３年に一回に

変更 

空き家データバン

ク延べ登録件数 

4件 

（R1年度） 

30件 

(R3～R6年度) 

4件 

（R3～R6） 

活用可能な空き家が少な

く、登録件数も低い値で推

移しており、取り組みの周

知・広報が必要。 

引き続き同指標を活用

するが、目標値は現状

を踏まえて下方修正す

る。 

中古住宅リフォー

ム件数 

2件 

（R1年度） 

10件/年 

(R3～R6年度) 

R3 ４件 

R4 ７件 

R5 ４件 

R6 ３件 

賃貸住宅の増加に資するこ

とができた 

【住宅整備支援補助

金】に変更 

公共交通のあり

方の検討 

1回 

（R1年度） 

1回/年 

(R3～R6年度) 
1回/年 

年に1回事業者や関係者等

を交えて検討会を開催した。 
 

島外出産支援補

助金申請件数 

35件 

（R1年度） 

150件/年 

(R3～R6年度) 

R3 30 件 

R4 27 件 

R5 27 件 

R6 21件（12

月末時点） 

平成28年度より町単独補助

金も開始し、補助額を拡充、

実情に応じてその都度制度

の見直し実施できている。 

今後も実情に応じて補

助金制度の見直しを

行う。 

子育て支援セン

ター交流イベント

数 

20件 

（R1年度） 

20件/年 

(R3～R6年度) 

R3 3 件 

R4 2 件 

R5 9 件 

R6 3件 

教室を開催しても参加者が

いないこともあった。 

対象に応じた各種子

育ての教室やイベント

の内容について検討

必要。 

特産品開発数 
1件 

（R1年度） 

10件 

(R3～R6年度) 
12件 

開発件数については、目標

値を達成できたが、原料確

保や販路開拓が進んでおら

ず流通まで至っていない商

品が多かった。 

６次産業推進による、

原料確保と商品開発

化の促進を図る。ま

た、販路開拓を行い商

品の安定生産を図る。 

新規創業件数 
4件 

（R1年度） 

2件/年 

(R3～R6年度) 
2件 

〇R3-R6年度における新規

創業件数は2件と目標達成

とはならなかった。 

〇商工会や観光協会など

個々の機関で創業支援をし

ているが横の連携が図られ

ていないことが課題である。 

創業支援カルテ作成

者数7件 

求人情報取扱件

数 

130件 

（R1年度） 

350件/年 

(R3～R6年度) 
約20件/R6 

庁舎１階の掲示板に求人情

報を掲示しているが、民間

で運営している訴求力の高

い広報媒体等もあり、目標

件数を大きく下回った。 

 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
多
様
な
環
境
を
創
出
す
る 
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 重要業績評価

指標（KPI） 

現状値 

(R1年度) 
目標値 実績値 評価・課題 

KPI案・ 

見直し案 

 
避難所への再生

可能エネルギー

導入件数 

1件 

（R1年度） 

2件 

(R3～R6年度) 
0 実績なし 

第６次総合振興計画

にも記載が無く、取り

組みの削除を検討す

る必要がある。 

畜産のし尿処理

方法の検討実施 

1回 

（R1年度） 

1回/年 

(R3～R6年度) 
1回/年 

年１回の堆肥センター運営

委員会の開催時に、し尿処

理の有効的な方法や問題

点について協議し、改善す

るよう取り組んだ。 

年１回の運営委員会の

開催のほか、必要であ

れば適宜、臨時運営

委員会を開催する。 

一般家庭への太

陽光発電設備新

規導入数量 

713kw 

（R1年度） 

950kw 

(R3～R6年度) 
0 実績なし 

第６次総合振興計画

にも記載が無く、取り

組みの削除を検討す

る必要がある。 
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 重要業績評価

指標（KPI） 

現状値 

(R1年度) 
目標値 実績値 評価・課題 

KPI案・ 

見直し案 

 

20～40歳代の住

み続けたいと考え

ている人の割合 

48.1％ 

（R1年度） 

70％ 

（R6年度） 

住み続けた

い51.2％

(R6) 

住み続けたいと回答する割

合は増加しているが、目標

には届かなかった。 

引き続き同指標を用い

る 

ワークショップ開

催件数 

1回 

（R1年度） 

2 回/年 

(各校 1回) 

(R3～R6年度) 

R3 1 回/年

(高校) 

R4 2 回/年

(高校) 

R5/6 3 回/

年(高校 2 

中学 1) 

海洋教育「ゆんぬ学」を活

用し、行うことができた。 
 

ＮＰＯ支援の回数 
1回/年 

（R1年度） 

5回/年 

(R3～R6年度) 
― 

町内のNPO法人について、

補助金等による支援やイベ

ント等での連携など、様々な

取組みを行っているが、取

組内容は多岐にわたり支援

回数を数値化することは困

難であるため、指標をより具

体的にする必要がある 

削除 

新規起業数 
４件 

（R1年度） 

４件 

(R3～R6年度) 
2件 

※新規創業件数と重複 

〇R3-R6年度における新規

創業件数は2件と目標達成

とはならなかった。 

〇商工会や観光協会など

個々の機関で創業支援をし

ているが横の連携が図られ

ていないことが課題である。 

創業支援カルテ作成

者数7件 

移住者自治公民

館加入率 

60％ 

（R1年度） 

向上させる 

(R3～R6年度) 
計測不能 

公民館費の支払い状況に

ついては、データを照会す

るための人員や時間が不足

しているため計測不能 

左記のとおりのため、

KPI 値を各自治公民館

の役員の内、移住者の

数の割合に設定。 

まちづくり懇談会

回数 

1回/年 

（R1年度） 

3回/年 

(R3～R6年度) 
0 

新型コロナウイルス感染症拡

大等の影響により実績なし。 

週報でお知らせし、懇談会

に代えてメール等で意見を

収集した。 

 

  

町
民
が
力
を
合
わ
せ
生
き
が
い
づ
く
り
に
取
り
組
む 
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４．町民のニーズ 

令和３年度に町民の意向を把握するために、一般町民及び成人者（令和４年に行われた「二

十歳の集い」の参加者）にアンケート調査を行いました。このアンケート調査結果を基に、総合戦

略策定に係る町民のニーズを整理します。 

 

与論町が目指すべきまちづくりについて、一般町民の場合、「農業・水産業が盛んなまち」の

割合が一番高く、次いで「みんながいつまでも元気に暮らせる人にやさしい福祉・健康のまち」、

「母子医療体制や子育て支援体制が充実したまち」、「災害に強い安全で安心できるまち」の順

に高くなっています。また、成人者の場合では、「観光地として観光客や来訪者がたくさん集う交

流のまち」が過半数を超えており、次いで「景観が美しく、公園等快適な生活環境が整備されて

いるまち」、「みんながいつまでも元気に暮らせる人にやさしい福祉・健康のまち」、「災害に強い

安全で安心できるまち」の順に高くなっています。 

以上のことから、今後のまちづくりに関し、町民においては農水産業の活性化が求められてお

り、島外在住の若年世代には観光交流のまちづくりが望まれていることが推察されます。また、

福祉・健康づくりの充実や災害に強いまちづくりについては共通してニーズが高い一方で、町民

においては母子医療体制及び子育て支援体制の充実、島外の若年層においては景観保全や

生活環境整備の充実を求めていることが分かります。 
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調査対象者：一般（n=107） 

（資料：第６次与論町総合振興計画アンケート調査） 
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人口減少に歯止めをかけ、定住人口並びに交流人口を増加させるために今後重要な取組み

について、一般町民の場合、「安心して妊娠・出産・子育てができる地域サポート体制・経済的

支援制度の強化」が一番高く、次いで「島への通院助成など医療不安への経済的支援体制の

充実」、「島の経済や特色を活かした新たな仕事づくり・創業支援制度の拡充」、「公営住宅の整

備や空き家等住宅リフォーム支援等による住宅の供給」の順に高くなっています。また、成人者

の場合では、「SNS等を活用した積極的な情報発信による島外在住関係者との交流関係の構

築」が一番高く、次いで「島の経済や特色を活かした新たな仕事づくり・創業支援制度の拡充」、

「安心して妊娠・出産・子育てができる地域サポート体制・経済的支援制度の強化」の順に高くな

っています。 

以上のことから、人口減少の抑制に向けて、町民及び島外在住の若年世代は共通して妊娠・

出産・子育てに係る支援等の強化や仕事づくり・創業支援の拡充が重要と捉えており、加えて、

町民においては医療不安への経済支援体制の充実や住宅供給に係る取組み、島外の若年層

においてはSNS等を活用した情報発信による交流関係の構築に係る取組みが重要と捉えている

ことが分かります。 
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人口減少に歯止めをかけ、定住人口ならびに交流人口を増加させるために今後重要な取組み 

（資料：第６次与論町総合振興計画アンケート調査） 
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２章．地域ビジョンと基本目標 

１．地域ビジョン 

国は、地方版総合戦略の策定にあたって、地域が抱える社会課題などを踏まえ、地域の個性

や魅力を生かした地方創生の取組みを推進していくため、目指すべき理想像として「地域ビジョ

ン」を設定することを求めています。 

町の第 1期・第２期総合戦略では、「①島内外の活発な交流を創出する、②安心して暮らせ

る多様な居住環境を創出する、③町民が力を合わせ生きがいづくりに取り組む」の３つの基本目

標を掲げ、具体的な施策を推進してきました。 

また、令和４年度から令和１３年度を計画期間とする本町の最上位計画である「第６次与論町

総合振興計画」では、基本理念に「想いどぅ島ぬ力―あなたの想いが島の力になる―」を掲げ、

与論島に関わる一人ひとりが主体的に島の現状や他者について学びを深め、島への想いを共

有し繋がり合うことで、様々な課題をともに解決し、持続可能で活力ある与論島の実現を目指し

ています。 

第３期総合戦略においても、第６次与論町総合振興計画の基本理念を踏まえ、さらに、町民

一人ひとりの個性が輝きみんなが幸福と希望を感じる島を実現するという想いを込めて、「想い

どぅ力―みんなが輝く島づくり―」を地域ビジョンとして定めます。 

 

 

 

 

  

想いどぅ力―みんなが輝く島づくり― 
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２．基本目標と数値目標 

本総合戦略では、地域ビジョンの実現に向けて、第６次与論町総合振興計画と整合を図りな

がら、前述の第２期町総合戦略へ向けた課題や町民のニーズを踏まえ、また、国が掲げる「デジ

タル田園都市国家構想総合戦略」及び県の「第２期鹿児島県まちひとしごと創生総合戦略」を

勘案したうえで、以下の４つの「基本目標」を設定します。 

【基本目標１】「しごと」をつくる 

本町の持続可能な発展と町民の豊かな暮らしを実現するためには、本町における農畜・水産

業、商工業、観光業に係る地域資源を最大限に活用しながら、安定的な雇用及び多様なしごと

を創出することが重要です。 

本町における既存産業の活力向上に向けて、農畜・水産物の付加価値向上と、他産業分野と

の連携による新たな成長機会の創出、次世代の担い手の育成を通じた農畜・水産業振興や、商

工業等、地域の雇用・経済活動を支える民間事業者の経営支援、事業承継に係る支援などに取

組みます。 

また、与論島の多様で魅力ある地域資源を活用・保全しつつ、沖縄県や奄美群島とも連携を

図りながら持続的な観光地づくりを進めるとともに、離島交通の利便性の向上、島外企業や学術

機関等と連携した産業づくり等を通じて、本町への人材・物資・情報の流入を促進します。 

【目標値】 

・就業者人口（R7～R11） ２，８００人/年 

 

【基本目標２】「ひと」をつくる 

新しい「ひと」の流れの創出に向けて、若年層の U ターン促進のため島で暮らすことを肯定的

に捉えることができるような環境を確保することに加え、I ターン等の移住促進のため、国や県の

制度等を活用した外部人材の積極的な誘致、島民等との交流や島の生活文化を体験できるコン

テンツの創出等を通じた移住需要の拡大、さらに移住せずとも島外に居住しながら島と関わり合

える環境づくりを推進します。 

また、少子化や人口減少が進行する中にあって、地域づくりを担う人材の確保及び育成は、

地域社会の持続性を高めるために極めて重要です。本町では、幼児教育や学校教育、社会人

も含めた０歳から１００歳以上の町民みんなで、一人ひとりが島の魅力や課題を知り、知恵や技術

を継承し、人と人の出会いを大切にしながら課題解決に向けて積極的にチャレンジできる仕組み

や体制を構築するなど、従来の方法に捉われない新しい時代に合わせた人材の確保、活用、育

成を目指します。 

【目標値】 

・社会動態（R7～R11）の社会増加 40 人/年 

・与論空港・与論港利用者数（R7～R11） 75,000 人/年 



29 

 

 

 

 

【基本目標３】結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

本町では、近年の出生数は年間３０人程度に留まるなど少子化が顕著に進行しており、本町

における地域社会の持続を見据えた際に、次世代を担うこどもの出生数の確保やこどもが地域

で健やかに育つための環境整備等、「子育てのしやすい地域」の実現に係る施策はますます重

要性が高まっています。このような中、第６次与論町総合振興計画及び本総合戦略に掲げる出

生数５０人以上、学齢期の各年齢の人口 60名以上の達成に向け、島内外の関係機関等と連携

し、現在、結婚・出産・子育てに関し様々な悩みや不安を抱えている方々の課題を解消するとと

もに、結婚や出産を望む人や子育て世代の希望をかなえ、将来に向けて安心してこどもを産み

育てることができる環境づくりを進めます。 

 結婚においては、新婚世帯への経済的支援を通じて、結婚を希望する人が前向きに一歩を踏

み出せる環境づくりを進めます。 

出産においては、妊娠を希望する方々や妊娠期の方々への各種経済的負担の軽減や相談

支援体制の整備・強化による心理的負担の軽減、不妊治療に関する相談や情報提供の一層の

推進に取組みます。 

子育てにおいては、子育て世代が働きやすい環境の整備や仕組みづくり、経済的負担の軽

減に取り組むとともに、放課後や保育時間外も含めた保育・教育環境の整備・充実、地域全体の

子育て支援体制の構築など、子育て世代が安心して地域で子育てができる環境や仕組みを整

備します。 

【目標値】 出生数（R7～R11） 50 人/年    

学齢期（6歳～18 歳）の各年齢の人口 60 名以上 

【基本目標４】魅力的な「まち」をつくる 

 本町には美しい自然や独自の伝統文化、活発な地域コミュニティなど様々な魅力を有してお

り、本町が誇る恵まれた環境を活かしながら、町民が安心安全に暮らし、本町を訪れる方におい

ても魅力的なまちづくりを目指します。 

本町の喫緊の課題である住居不足解消に向けて多様な居住環境の創出に取り組むほか、官

民や町民同士の情報提供・共有体制の環境づくり及び情報通信基盤の確保に取組みます。ま

た、本町の地理的・地形的な条件等を踏まえた災害に強いまちづくりの推進、さらに、町民が

個々の能力を発揮しながら健康的に生き生きと暮らし続けるための医療・福祉環境の整備に取り

組みます。 

【目標値】20 歳～40 歳代の「本町に住み続けたい」と答えた人の割合（R7～R11） 7 割/年 

      （※「どちらかというと住み続けたい」を除く） 
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３．施策体系及び数値目標 

 

*与論町サステナブルガイドライン・・・ヨロン島観光協会が持続可能な観光の国際基準に基づき 2024年度に策定

した宿泊事業者及び飲食事業者向けガイドライン 

*レスポンシブルトラベラー・・・「責任ある旅行者」ともいわれ、旅行をする際に環境や地域社会、文化に配慮し、持

続可能な方法で旅行を楽しむ旅行者のこと。 

施策の方向性 取組内容 
重要業績評価指標

（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

農畜・水産業

振興 

・農畜・水産業に就業しやすい環境

整備や支援体制の構築、各種研修の

実施等による担い手の確保・育成・支

援 

・農畜・水産業従事者の負担軽減や

生産性向上を図るためのスマート技

術の導入及び生産施設並びに機機

械導入等の支援 

・豊かな海の土台となるサンゴ礁の再

生や藻場造成 

・第６次総合振興計画第２期実施計

画重点プロジェクト「農水産業プロジ

ェクト」に掲げる各種事項の推進 

認定新規就農者数 1 人/R6 
5 人/R7∼

R11 

認定農業者数 
115 人

/R6 
115 人/年 

サンゴ礁再生に係る

団体の設立 
0 1 団体 

観光振興 

・持続可能な観光地づくりに向けた社

会経済や環境、文化に配慮した観光

コンテンツの造成及びレスポンシブル

ツーリズムの推進 

・観光地としての利便性向上及び省

力化に向けた観光客・観光事業者へ

のDX等の活用支援 

・旅行客や時代のニーズにあった観

光関連施設等の更新や機能強化支

援及び島内二次交通の充実 

・宿泊施設の新規起業に向けた各種

支援の実施 

・第６次総合振興計画第２期実施計

画重点プロジェクト「観光地域づくりプ

ロジェクト」に掲げる各種事項の推進 

延べ宿泊数（推計

値） 

104,256

泊/年 

126,000 

泊/年 

チェックインシステム

普及率 
約 6割 8 割（R11） 

宿泊施設の増加数 3 件/年 1 件/年 

与論町サステナブ

ルガイドライン*実施

事業者数（宿泊・飲

食）の割合 

27％(R6) 
40％

（R11） 

レスポンシブルトラ

ベラー*の誘客数 

(ヨロン島観光協会

等が造成販売する

ツアーもしくは受け

入れたツアーの参

加者数) 

約 70 人

/R6 見

込 

200 人/年 

【基本目標１】「しごと」をつくる 
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施策の方向性 取組内容 
重要業績評価指標

（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

特産品開発・販路

拡大・付加価値向

上 

・島内資源を活用した特産

品開発及び販路開拓・拡

大における一体的な支援 

・６次産業の推進及び１次

産業者と加工事業者との

マッチング支援 

・特産品センターを活用し

た研修会等の実施による

人材育成支援 

特産品開発数 3 件/年 3 件/年 

特産品販路拡大支

援数 
0 件 1 件 

ヨロン特産品支援セ

ンターの利用件数 
23 件/年 50 件/年 

創業支援・事業承

継 

・与論町創業支援協議会

や商工会等と連携した相

談体制の構築や研修の実

施等による創業支援 

・創業を目指す個人や団

体等を支援・育成する創業

イベントの実施及び創業機

運の醸成 

・民間団体等と連携した創

業を目指す個人、団体等

への資金助成及び伴走支

援 

・与論町創業支援協議会

を活用した事業承継に係る

マッチング支援体制の構

築及びマッチング支援 

創業支援カルテ作

成数 
0 件/年 2 件/年 

創業者件数 0 件/年 ３件/年 

事業承継マッチング

支援件数 
0 件/R6 3 件/R7∼R11 

【基本目標１】「しごと」をつくる 
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*地域サポーター・・・「ゆんぬ学」の趣旨に賛同し、「島の子どもたちのために自分が力になれるのであれば」と授業

への協力を申し出ていただいている地域の方々 

 

施策の方向性 取組内容 
重要業績評価指

標（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

人づくり 

・地域課題の解決及び新しい価

値創出に資する人材の育成に

向けた人材育成講座や各種研

修等の実施 

・小・中・高の縦横連携や地域と

連携した探究学習（ゆんぬ学）

の推進 

・中・高における島外での学び

の機会創出や各種支援 

・社会人期における学びの機運

醸成に向けた仕組みづくりや学

びを促進する環境及び場づくり 

・第６次総合振興計画第２期実

施計画重点プロジェクト「人材育

成プロジェクト」に掲げる事項の

推進 

地域課題解決人

材の育成に向けた

講座や各種研修

への参加者数 

9 人/R6 10 人/年 

地域サポーター*

数 

39 人/年 50 人/年 

地域と学校が連携

する取組の実施回

数 

31 回/年 35 回/年 

３小学校・中学校・

高校の縦横連携に

よる取組の実施回

数 

5 回/年 7 回/年 

人のながれの

創出 

・島民との交流や島の生活文化

を体験できるイベントやツアー

等の実施による交流人口の創

出 

・シェアオフィス施設の有効活

用や島内外でのイベントの実

施、移住体験ツアーの開催や

ふるさと納税の推進などによる

関係人口の拡大 

・受入体制に応じた小規模な教

育旅行等の推進 

・SNS や各種メディア等を活用し

た戦略的な情報の発信 

交流イベントやツ

アー開催数 
25 回/年 30 回/年 

ｼｪｱｵﾌｨｽ利用者

数 
― 

120 人/年 

（延べ人数） 

移住体験ツアー参

加者数 
3 人/年 5 人/年 

教育・交流旅行の

受入数 
３件/年 15 件/年 

観光協会の SNS フ

ォロワー数 

約 31 千人
（Instagram） 
約 850 人
（LINE） 

/R6 

約 46 千人
（Instagram） 
約 2,350 人
（LINE） 

/R11 

【基本目標２】「ひと」をつくる 
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施策の方向性 取組内容 
重要業績評価指

標（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

人材の確保 

・外部人材の積極的な誘致 

・教育環境の整備、充実によ

る教育の魅力化及びふるさと

留学の推進 

・島内外の多様な人材の確

保及び育成に向けた仕組み

づくりや組織体制の構築 

ヨロンまちづくり協

同組合派遣職員

人数 

6 人/年 8 人/年 

地域おこし協力隊

員数 
4 人/年 ６人/年 

ふるさと留学生受

入人数 
４人/年 １０人/年 

人材支援・確保に

係る組織の設置 
0 件/R6 1 件/R11 

【基本目標２】「ひと」をつくる 
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施策の方向性 取組内容 
重要業績評価指標

（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

出産 

・妊娠期における島外受診及び

島外出産に係る経済的支援の拡

充 

・妊婦健診の受診率向上に係る

情報提供や啓発の推進 

・産前・産後の相談支援体制の

整備等による妊産婦や家族への

サポートやケアの充実 

・不妊治療に係る情報提供及び

相談体制の構築並びに島外通

院等に係る経済的支援の拡充 

島外出産支援補助

金申請件数 
30 件/年 50 件/年 

妊婦健診受診率 100％/年 100％/年 

不妊治療に係る経

済的支援率（旅費・

宿泊費） 

※実費額と比較して助

成できている割合 

62.5％ 80％ 

子育て 

・子育てに係る経済的負担軽減

に向けた子育て支援金の給付 

・こども・子育て世代や町民等が

支え合うこども第３の居場所の設

立及び運営 

・保育士のスキルアップにつなが

る各種研修への参加 

・保育環境及び保育士労働環境

の改善 

・放課後児童支援員の確保及び

学童保育の環境整備や機能強

化 

・子育て世代における仕事と子育

ての両立に向けた、こども園や学

校の休園・休校や地域行事、各

種イベント、こどもの急な体調不

良時等に対するサポート体制の

充実・強化 

・児童発達支援体制の推進及び

支援員の確保 

子育て支援金（出生

時）の給付件数 
25 件/年 50 件/年 

第３の居場所利用

者数 
- 

2,400 人/

年 

保育士における各

種研修開催数 
6 回/年 30 回/年 

放課後児童支援員

数 
1 人/年 3 人/年 

支援員数 5 人/年 8 人/年 

【基本目標３】結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
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施策の方向性 取組内容 
重要業績評価指標

（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

結婚・出産・子

育て支援 

・新婚世帯への経済的支援 

・妊娠・出産・子育てについてワ

ンストップ窓口となる専門部署の

設置 

・子育て世帯のニーズ調査の実

施及びニーズに即した施策の実

施 

・第６次総合振興計画第２期実施

計画重点プロジェクト「子育てプ

ロジェクト」に掲げる事項の推進 

子育て支援に係る

専門部署の設置 
0 1 

子育て世帯ニーズ

調査に即した施策

の実施 

- ２件/年 

子育て世代におけ

る妊娠期から出産・

子育てに係る支援

施策への満足感・充

実感 

十分感じ

た 8.9％ 

まあまあ感

じた

56.3％ 

十分感じ

た 20％ 

まあまあ感

じた 70％ 

（R11） 

【基本目標３】結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
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施策の方向

性 
取組内容 

重要業績評価指標

（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

多様な居住

環境の創出 

・官民連携団体と連携した空き家

の改修及びサブリースの推進 

・民間による住宅整備事業への支

援 

・空き家の掘り起こし及び空き家デ

ータバンクへの登録やリノベーショ

ン等の支援による利活用促進 

・移住者や専門人材等の受入に係

る定住住宅等の整備促進 

サブリース住居の貸

出件数 
３件/年 ５件/年 

住宅整備支援補助

金利用件数 
３件/年 3 件/年 

空き家データバンク

登録数 
1 件/年 2 件/年 

人々をつなぐ

情報共有に

係る環境整

備や仕組み

づくり 

・官民のデジタル人材の育成・確

保 

・民間の DX 支援及び行政手続き

のデジタル化 

・業務効率化や地域課題解決に向

けたスモールスタートによるデジタ

ル化、ICT 活用、DX 実装の取組

みの推進及び取組みと連動したデ

ジタル人材の育成、町内の各分野

への取組みの横展開・拡充 

・公共施設のWi-Fi 整備 

・電波不感地帯の解消と通信イン

フラの整備 

・官民や町民の情報共有促進に向

けた仕組みづくり 

・町民への行政情報共有に向けた

SNSやアプリの活用 

・町ホームページの更新頻度向上

や利便性向上に係る仕組みやシ

ステムの機能強化 

・第６次総合振興計画第２期実施

計画重点プロジェクト「情報共有プ

ロジェクト」に掲げる事項の推進 

DX 推進に係る人材

育成研修の実施回

数 

４回/年 ４回/年 

公共施設の新規

Wi-Fi 設置数 
― １ヵ所/年 

町 SNS フォロワー数 

X（Twitter）

フォロワー

数 

約 780 

X（Twitter）

フォロワー

数 

約 1,030 

【基本目標４】魅力的な「まち」をつくる 
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施策の方向性 取組内容 
重要業績評価指標

（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

こどもをまん中に

した社会づくり 

・地域の住民や団体、企業

等と連携した子育て支援体

制の構築 

・こどもたちの自己実現に係

る積極的なチャレンジ等への

支援 

・こどもたちの遊び場等の環

境整備や保護者同士の交流

促進及びコミュニティ形成に

係る仕組みづくり 

全国学力調査にお

ける「自分にはよいと

ころがあると思いま

すか？」に対し、ある

と認識する児童生徒

の割合 

69.3％/R6 

(小学 6年生) 

※全国平均 

84.1.％ 

 

80.4％/R6 

(中学 3年生) 

※全国平均 

83.3％ 

※毎年、全

国平均以上

を目標値と

する 

全国学力調査にお

ける「困りごとや不安

があるときに先生や

学校にいる大人に

いつでも相談でき

る」に回答した児童

生徒の割合 

65.4％/R6 

(小学 6年生) 

※全国平均 

67.1％ 

 

56.6％/R6 

(中学 3年生) 

※全国平均 

67.5％ 

※毎年、全

国平均以上

を目標値と

する 

災害に強いまち

づくり 

・本町の地理的・地形的条件

等を踏まえた島ならではの防

災に係る町民の意識の醸成 

・町民や民間企業、団体等

参加型の防災訓練の実施 

・デジタル技術を活用した防

災対策の推進 

・公共施設及び避難施設の

防災機能の向上 

・各地域独自の地形的条件

や実情等を踏まえた自主防

災組織の取組みの強化及び

地域防災人材の育成 

・災害時の備蓄や物流対策

等の生活支援体制の整備 

町の防災訓練の 

実施回数 
１回/年 １回/年 

消防団員充足率 87.5％ 100％ 

自主防災組織の 

活動件数 
― 10 件 

【基本目標４】魅力的な「まち」をつくる 
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*ゲートキーパー・・・悩んでいる人に気づき、声をかけ、話しを聞いて、必要な支援につなげ、見守る人のこと。  

施策の方向性 取組内容 
重要業績評価指標

（KPI） 

現状値 

（R6） 
目標値 

健康づくりの

推進 

・特定健診及びがん検診におけ

る普及啓発及び気軽に受診で

きる体制や環境整備 

・高齢者の健康づくりに向けた

サロンや介護予防教室の広報

強化や取組内容の充実 

・ゲートキーパーの養成や関係

機関等の連携強化による心の

悩みを相談しやすい体制の構

築 

・小児科、産婦人科等の子育て

世代に係る診療科及び精神科

等の一部専門医療における医

師の常駐やデジタル技術の活

用等による診療体制の充実・強

化 

・第６次総合振興計画第２期実

施計画重点プロジェクト「健康増

進プロジェクト」に掲げる事項の

推進 

特定健診受診率 47.5％/年 60％/年 

ふれあいサロンの実

施回数（or延べ参加

者数） 

305 回/年 350 回/年 

ゲートキーパー*養

成者数 

0 人/年 20 人/年 

医療・福祉体制満足

度 
― 

80％ 

（R11） 

島の自然環境

や文化の継承 

・本町におけるゴミの発生抑制

及び減量化による循環型社会

形成に向けた住民等への啓発

及びリサイクルの効率化、ゴミの

再資源化 

・地域の関係団体等と連携した

文化財の保存及び活用の推進 

・ユンヌフトゥバ継承に向けた話

者の確保・育成に係る取組みの

推進 

・第６次総合振興計画第２期実

施計画重点プロジェクト「環境プ

ロジェクト」に掲げる事項の推進 

ゴミの処理量 
1510 トン/

年 

1400 トン/

（R11） 

文化継承に抱る研

修会・イベントの開

催回数 

5 回/年 

（十五夜踊

り研修会２

回、城跡講

座・案内 

３回） 

5 回/年 

【基本目標４】魅力的な「まち」をつくる 
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第４章 計画の評価・推進体制                    

１．計画の推進・検証体制 

本総合戦略の取組みを実施するにあたっては、基本目標及び取り組みの方向性を掲

げ、それぞれの進捗について重要業績評価指標（KPI）を設定し、毎年これらの達成状

況を確認することで、実施する事業等を改善する仕組み（PDCA サイクル）を確立します。 

また、町内の「産・官・金・労・教育・デジタル」等の関係者や一般町民からなる「与論町

総合戦略推進委員会」や与論町議会等の関係者の意見を求め、情報の共有を図りなが

ら協働して各種施策を推進します。 

本総合戦略の評価・見直しに際しては、「与論町総合戦略推進委員会」において、実

施事業と戦略の進捗に関する評価・検証を実施します。その評価結果を踏まえ、人口ビ

ジョン及び総合戦略を柔軟に見直すこととします。 

 

 


